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１

●我が国のエネルギー供給は、国内炭が６０年代競争力を失う
中、これを石油が代替し、石油危機前には一次エネルギ供給約８
割と、供給の太宗を占めてきた。

●７０年代の二度に亘る石油危機を経て、海外炭、天然ガス、原
子力等脱石油政策の下石油代替エネルギーの導入が促進され、
石油への依存度は約５割と大きく低下。（７７％（７３年度）→５２％
（００年度））。

●９０年代に入り、エネルギー供給面における効率化の要請が高
まってきたが、原子力・再生可能エネルギーの供給制約等がある
ため、経済成長に必要なエネルギー供給の太宗は依然化石燃料
となっている。

化石燃料依存率８５％（９０年度）→８３％（００年度）

化石燃料供給量のＧＤＰ弾性値0.4（８０年代）→0.9（９０年代）
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73年度 90年度 0１年度
一次ｴﾈﾙｷﾞｰ供給

（原油換算百万kl） 414 520 588

石油 77 57 49
石炭 15 17 19
天然ガス 2 10 13
原子力 1 10 13
水力 4 4 3
地熱 0 0.1 0.1
新ｴﾈﾙｷﾞｰ等 1 2 2

73年度 90年度 0１年度
発電電力量

（10億kWh） 379 738 924

石油等火力 73 29 8
石炭火力 5 10 21
LNG火力 2 22 27
原子力 3 27 35
水力 17 12 9
新エネルギー － － 0.3

（％）
【ＧＤＰと一次エネルギー供給の関係】

【一次エネルギー供給の推移】

【我が国の電源別発電電力量（一般電気事業用）の推移】

出所：資源エネルギー庁調べ

出典：総合エネルギー統計

出典：電力供給計画

我が国のエネルギー供給の動向我が国のエネルギー供給の動向

（注）１９９０年度以降の数値は、新エネルギーバランス表
より作成



　排出温室効果ガスの約９割がエネルギー起源の二酸化炭素。これを2010年度において1990年度と同水準に
抑制する。（地球温暖化対策推進大綱）

目標

　【需要面】民生・運輸部門を中心に一貫した伸び　　　　　【供給面】原子力発電所の立地計画長期化
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1998年以降の対策も実施しない場合

これまでに実施が決まっている対策の場合
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1990年度実績：
287百万t-C

2000年度実績：
316百万t-C

307百万t-C

287百万t-C

＋20百万t-C：
+7％

さ
ら
な
る

追
加
対
策

(百万t-C) 347百万t-C

＋29百万t-C：
 +約10%

課題

省エネ　   　 ：-6百万t-C

新エネ　   　 ：-9百万t-C

燃料転換等 ：-5百万t-C

              計 　  -20百万t-C

・省エネ、新エネ対策

・経団連自主行動計画の実行

・原子力政策の推進　等

（出典）総合資源エネルギー調査会答申

　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　

（ ポ イ ン ト ）

石 油 依 存 度 ： 2 0 1 0 年 度 に は 4 5％ 程 度 ま で 低 減

　 　 　 　年 度

項 目

1 9 9 9 年 度
（ 構 成 比）

石 油

石 炭

天 然 ガ ス

原 子 力

水 力

2 0 1 0 年 度 (目 標 )

（ 構 成 比）

５ ２ ％

１ ７ ％

１ ３ ％

１ ３ ％

４ ％

４ ５ ％程 度

１ ９ ％程 度

１ ４ ％程 度

１ ５ ％程 度

３ ％ 程 度

新 エ ネ ルギ ー １ ％ ３ ％ 程 度

（ エ ネ ル ギ ー の 長 期 需 給 見 通し ）
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発電別区分 構成比％実数構成比％

ＬＮＧ

石油等

実数

発電電力量の見通し（電気事業者）

一次エネルギー供給の見通し

エネルギー起源ＣＯ２排出抑制とエネルギー供給見通しエネルギー起源ＣＯ２排出抑制とエネルギー供給見通し

２

C O 2 、 メ タ ン 、 亜 酸 化 窒 素 の 排 出 抑 制▲ ２ ． ５ ％

▲ ３ ． ９ ％

＋ ２ ． ０ ％

残 　 　 　 り

(▲ １ ． ６ ％ )

（ う ち ） ± ０ ％ ： 　 エ ネ ル ギ ー 起 源 の C O 2 抑 制

放 置 す れ ば （ 現 行

施 策 単 純 維 持 ）、

約 2 0 0 0 万 ｔ － Ｃ
超 過

省 エ ネ ： ▲ 6 0 0 万 ｔ － Ｃ

そ の 他 （ 燃 料 転 換 等 ）：

　 　 　 　 ▲ 5 0 0 万 ｔ － Ｃ

対 　 　 策

新 エ ネ ： ▲ 9 0 0 万 ｔ － Ｃ

土 地 利 用 の 変 化 と 森 林 活 動 に よ る 吸 収

代 替 フ ロ ン 等 ( H F C 、 P F C 、 S F 6 )の 排 出 抑 制

共 同 実 施 、 排 出 量 取 引 な ど の 活 用

（ ポ イ ン ト ）

エ ネ ル ギ ー 起 源 Ｃ Ｏ ２ ： 2 8 7 百 万 t -Ｃ 程 度 （ 9 0 年 度 の 水 準 ）
に 削 減

温室効果ガス対策の目標



新エネルギーとは新エネルギーとは

「新エネルギー」は、1997年に施行された「新エネルギー利用等の
促進に関する特別措置法」において、「新エネルギー利用等」として
規定されており、

①石油代替エネルギーを製造、発生、利用すること等のうち、
②経済性の面での制約から普及が進展しておらず、かつ、
③石油代替エネルギーの促進に特に寄与するもの

として、我が国が積極的に導入促進を図るべき政策的支援対象と
位置づけられている。

具体的には以下の通り。

○供給サイドの新エネルギー

《発電分野》
・太陽光発電
・風力発電
・廃棄物発電
・バイオマス発電

《熱分野》
・太陽熱利用
・廃棄物熱利用
・バイオマス熱利用
・雪氷熱利用
・温度差エネルギー

《発電・熱》
・廃棄物燃料製造
・バイオマス燃料製造

○需要サイドの新エネルギー

・電気自動車（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞを含む。）、天然ｶﾞｽ自動車、ﾒﾀﾉｰﾙ自動車
・天然ガスコージェネレーション
・燃料電池

新エネルギーの定義新エネルギーの定義

３

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

新ｴﾈﾙｷﾞｰ

石油代替ｴﾈﾙｷﾞｰ

石油

水力発電
地熱発電

技術
ﾚﾍﾞﾙ
経済性 普及
ﾚﾍﾞﾙ

実用化
段階
競争力
あり

十分
普及
して
いる

十分
普及
して
いない

実用化
段階

太陽光発電

風力発電

太陽熱利用

雪氷熱利用

温度差熱利用

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

ﾊﾞｲｵﾏｽ熱利用

ﾊﾞｲｵﾏｽ燃料製造

廃棄物発電

廃棄物熱利用

廃棄物燃料製造

制約
あり

実用化
されて
いない － －

＜新ｴﾈﾙｷﾞｰの位置づけ＞ 新エネルギー
ｴﾈﾙｷﾞｰ
の利用
形態

石炭 天然ガス 原子力

波力発電
海洋温度差熱発電

クリーン
エネルギー
自動車

天然ガス
コジェネ
レーション

燃料電池



新エネルギー導入の意義新エネルギー導入の意義

４

新エネルギーは、二酸化炭素の排出が少ないこと等環境へ与える負荷が小さく、資源
制限が少ないエネルギー、又は石油依存度低下に資する石油代替エネルギーとして、
エネルギーの安定供給の確保、地球環境問題への対応に資することから、持続可能な経済
社会の構築に寄与するとともに、さらに新エネルギーの導入は新規産業・雇用の創出等に
も貢献するなど様々な意義を有している。

○エネルギー安定供給の確保に資する石油代替エネルギー
・資源制約が少なく安定供給の確保に資する
・石油依存度の低下に資する石油代替エネルギー

○環境に与える負荷が小さいクリーンエネルギー
・化石エネルギーと比較して環境負荷が相対的に低いクリーンエネルギー（供給サイドの新エネルギー）
・エネルギー効率が高い場合には、使用する化石エネルギーの低減が可能（需要サイドの新エネルギー）

○新規産業・雇用創出への寄与
・新技術や商品の開発過程において新規市場や雇用の創出に資する潜在性の高い分野
・我が国企業の競争力強化にも寄与

○分散型エネルギーシステムとしての利点
・防災対応等の緊急時に既存の系統電力に依存しない自立型エネルギーシステムとしての活用が可能
・需要地と近接して設置可能であり、送電時等におけるエネルギー損失の低減が可能

○電力の負荷平準化（ピークカット効果）への寄与の可能性
・夏期昼間時の太陽光発電システム等の運転等は、電力の負荷平準化に資する可能性がある



 2002年度 2010年度目標  2002年度 2010年度目標 
太陽光発電 15.6万 kl 

(63.7万 kW) 
118万 kl 
(482万 kW) 

ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ

自動車※ 
13.9万台 348万台 

風力発電 18.9万 kl 
(46.3万 kW) 

134万 kl 
(300万 kW) 

天然ｶﾞｽｺｼﾞｪ

ﾈﾚｰｼｮﾝ※ 
215万 kW 464万 kW 

廃棄物発電 152万 kl 
(140万 kW) 

552万 kl 
(417万 kW) 

燃料電池 
 

1.2万 kW 220万 kW 

発

電

分

野 

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電 22.6万 kl 
(21.8万 kW) 

34万 kl 
(33万 kW) 

太陽熱利用 74万 kl 439万 kl 
廃棄物熱利用 3.6万 kl 14万 kl 
ﾊﾞｲｵﾏｽ熱利用 － 67万 kl 
未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ
※ 

6.0万 kl 58万 kl 

熱

利

用

分

野 
黒液・廃材等
※ 

471万 kl 494万 kl 

合 計 
(対１次ｴﾈﾙｷﾞｰ総供給比) 

764万 kl 
(1.2%) 

1,910万 kl 
(3%程度) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※未利用ｴﾈﾙｷﾞｰには雪氷冷熱を含む。 
 
※黒液・廃材はバイオマスの１つであり、発電として利用

さ     れる分を一部含む。 
 
 ※クリーンエネルギー自動車には、電気自動車、燃料電

池自動車、ハイブリッド自動車、天然ガス自動車、メタ

ノール自動車、更にディーゼル代替ＬＰガス自動車を含

む。 
  
 ※天然ガスコジェネには、燃料電池によるものを含む。 
 

 

官民の最大限の努力を前提とした検討を行った結果、供給サイドの新たな「新エネルギー導入目標」を原油換算で１９１０万kl
（一次エネルギー総供給に占める割合は３％程度）と設定。

新エネルギー導入実績と導入目標新エネルギー導入実績と導入目標

５

※未利用ｴﾈﾙｷﾞｰには雪氷冷熱を含む。

※黒液・廃材はバイオマスの１つであり、発電として利用される
分を一部含む。

※クリーンエネルギー自動車には、電気自動車、燃料電池自動車、
ハイブリッド自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、更
にディーゼル代替ＬＰガス自動車を含む。

※天然ガスコジェネには、燃料電池によるものを含む。

需要サイドの新エネルギー需要サイドの新エネルギー供給サイドの新エネルギー供給サイドの新エネルギー

注）一次エネルギー総供給量は２００１年度値（総合エネルギー統計より）



新エネルギー導入実績の国際比較新エネルギー導入実績の国際比較

６

各国におけるエネルギー総供給量に占める再生可能エネルギーの割合＞＜

（再生可能エネルギー：太陽、風力、廃棄物、水力（揚水式を除く）、地熱等）

【出典】
・日本の2001年度実績：資源エネルギー庁調べ。
・日本の2010年度目標：総合資源エネルギー調査会答申（平成13年7月）。
・海外の2001年実績：「ENERGY BALANCE OF OECD COUNTRIES 2000-2001」。
・米国の一次エネルギー総供給の2010年見通し：上記答申。
・ＥＵの2010年目標：ＥＵ指令（2001年9月）。

2001年実績 2010年目標 2001年実績 2010年目標

4.9% 7%程度 9.1% 11%程度
4.5% 6.9% 7.6% 9.2%
15.8% - 57.9% -
6.0% 12.0% 15.9% 22.1%

イギリス 1.2% - 2.6% 10.0%
フランス 7.0% - 14.3% 21.0%
ドイツ 3.1% - 7.6% 12.5%
イタリア 5.7% - 20.3% 25.0%
デンマーク 11.1% - 17.1% 29.0%
スウェーデン 30.0% - 51.4% 60.0%
オーストリア 22.4% - 70.5% 78.1%

カナダ
ＥＵ

一次エネルギー供給 発電電力量

日本
アメリカ

＜太陽光発電及び風力発電の国際比較＞

※風力発電の日本の数値は、NEDO調べ（2002年3月末現在）による。

【出典】
・太陽光発電の2002年12月末実績は、IEA／PVPSより。
・風力発電の2002年12月末実績は、「Wind Power Monthly April 2001」。

①日本 63.68 48.5% ①ドイツ 1,090.0 37.4%

②ドイツ 27.73 21.1% ②アメリカ 470.8 16.2%

③アメリカ 21.22 16.2% ③スペイン 407.9 14.0%

④ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 3.91 3.0% ④ﾃﾞﾝﾏｰｸ 288.9 9.9%

⑤オランダ 2.63 2.0% ⑤インド 170.2 5.8%

⑥イタリア 2.20 1.7% ⑥イタリア 75.5 2.6%

⑦ｽｲｽ 1.95 1.5% ⑦オランダ 67.7 2.3%

⑧フランス 1.72 1.3% ⑧イギリス 55.2 1.9%

⑨メキシコ 1.62 1.2% ⑨中国 39.9 1.4%

⑩カナダ 1.00 0.8% ⑩日本 35.1 1.2%

⑪ｵｰｽﾄﾘｱ 0.90 0.7% ⑪ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 31.0 1.1%

⑫ﾉﾙｳｪｰ 0.64 0.5% ⑫ギリシャ 27.6 1.0%

⑬韓国 0.54 0.4% ⑬カナダ 22.1 0.8%

⑭イギリス 0.41 0.3% ⑭ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ 17.1 0.6%

⑮ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 0.33 0.3% ⑮フランス 14.7 0.5%

⑯ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 0.31 0.2% ⑯ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 13.8 0.5%

世界合計 131.17 100% 2,914.0 100%

設備容量（万ｋＷ）

太陽光発電
（2002年度12月末）

風力発電
（2002年12月末）



新エネルギーの導入の課題とその克服に向けた取組（出力安定性）新エネルギーの導入の課題とその克服に向けた取組（出力安定性）

太陽光発電、風力発電等の自然エネルギーは、日照
や風況等に依存せざるを得ないため、出力が不安定。

このため、現時点では安定的な電力が期待される電
源としては補完的な位置付けであり、安定的な電力
供給確保のためには、調整電源や蓄電池との組合せ
が必要。

出力の不安定な風力発電の大規模な導入など、新エ
ネルギーの電力系統への連系が増加するに連れて、
電力品質が悪化し、一般需要家への影響を及ぼす可
能性も指摘されている。

出力安定性に関する課題出力安定性に関する課題

その克服に向けた取組その克服に向けた取組

太陽光発電や風力発電に蓄電池を併設したシステム
について、電力系統に対する電圧変動や周波数変動
の影響に関する実証研究等を実施。
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風力発電は、一般的に、規模が大きくなるほど設置コ
ストが低い。近年、機器の大型化、事業規模の拡大が
進展してきている。

過去約２０年間にわたる技術開発、電力会社による
余剰電力メニュー（Ｈ４～）と国による設置補助（Ｈ６
～）等により、平均システム価格で９年前（Ｈ５ＦＹ）に
比べ１／５程度となる７２万円/kW程度まで低減。

住宅用太陽光発電の経済性の推移住宅用太陽光発電の経済性の推移 風力発電の設備規模と経済性の関係風力発電の設備規模と経済性の関係

1999年における建設コスト内訳（事業規模毎の平均）［n=21］
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工事費

機器装置費

単基（615kW) 中小規模(2022.5kW) 大規模
13,700kW）

初期需要の創出による市場の自立・拡大のイメージ初期需要の創出による市場の自立・拡大のイメージ

市場創出期 市場自立・拡大期 市場成熟期

市場自立化

新製品開発

初期需要の創出

・高コスト

・既存製品との競争

・ト－タル・エネルギ－

  システムの構築
・社会の認識不足

技術開発

　　　  ：市場規模

普
及
の
困
難
度

この時期が重要この時期が重要

・　新エネルギー機器・設備は市場投入時に、初期
　   需要創出（後押し）で、阻害要因を克服、自立化
    達成規模となり、普及後のメリットは多大。

・    しかし、初期需要創出なしでは、自立化できず、
    既存製品との競争で市場から消滅、技術開発投
    資も無駄。

・　  したがって、新エネルギー機器・設備にとって、
　　市場創出期の初期需要の創出が極めて重要。

量産効果と

価格低下の

相乗効果

支援がなければ普及せず

８

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ導入量と価格・発電コストの推移
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58円/kWh
65円/kWh

71円/kWh72円/kWh82円/kWh

140円/kWh

260円/kWh

全導入量（累計）

120円/kWh

住宅用太陽光システム発電価格
（万円）

太陽光発電導入量
（万kW）

※出典：メーカーヒアリング等により経済産業省にて試算

（１９９３）  （１９９４）    （１９９５）    （１９９６）    （１９９７）    （１９９８）   （１９９９）    （２０００）    （２００１）　  （２００２）

住宅用太陽光補助金
による導入量（累計）

1kW当たりの導入価格

1kWh当たりの発電コスト

モニター事業 普及事業

52円/kWh50円/kWh

新エネルギーの導入の課題（経済性）新エネルギーの導入の課題（経済性）



Ｈ14年１月 「バイオマス」「雪氷」の２つのエネルギー利用等を新エネルギー利用促進法上の新エネルギーの対象に追加。
（平成１４年度からこれらの導入事業に国が支援を開始。）

Ｈ14年５月 「電気事業者による新エネルギー等の利用の促進に関する特別措置法」が成立。
（本法により、平成15年４月以降、電力事業者は太陽光、風力、バイオマス等新エネルギー等による発電比率を
毎年上昇させる義務が発生。）

Ｈ14年１月 「バイオマス」「雪氷」の２つのエネルギー利用等を新エネルギー利用促進法上の新エネルギーの対象に追加。
（平成１４年度からこれらの導入事業に国が支援を開始。）

Ｈ14年５月 「電気事業者による新エネルギー等の利用の促進に関する特別措置法」が成立。
（本法により、平成15年４月以降、電力事業者は太陽光、風力、バイオマス等新エネルギー等による発電比率を
毎年上昇させる義務が発生。）

法制面法制面法制面

新エネルギー導入拡大に向けた政策強化新エネルギー導入拡大に向けた政策強化

９

内 容

新エネルギー技術の低コスト化、性能向上等
を図るため、重要な開発課題に関する技術開
発を実施。

技術開発の成果を踏まえ、当該開発技術の
実用化・市場投入を図る上で障害となる問題
点の抽出、解明、対策等実使用における有効
性等を実証確認するための実証試験を実施。

実用化段階にある新エネルギーについて、量
産化による早期市場自立化を誘導するため
の初期需要の創出を図るともに、事業者や自
治体等が行う先進的な新エネルギー導入を
支援し、同様の事業の波及を促す。

技
術
開
発
実
証
試
験

導
入
促
進

○予算額の推移（右図）

○予算の体系（下表）

・平成１６年度新エネルギー関係予算額１６１３億円
（前年度と比べ４５億円増。過去８年間で３倍以上拡大）

4 7 9
5 6 0

7 4 8
8 7 5 9 2 5

1 1 0 5

1 4 4 9
1 5 6 8 1 6 1 3

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 0 0 0

1 2 0 0

1 4 0 0

1 6 0 0

1 8 0 0

8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6

（ 年 度 ）

（
億
円
）

事 業

・太陽光発電関連＜66億円＞
・風力発電関連＜10億円＞
・燃料電池関連＜235億円＞
・バイオマス関連＜60億円＞
・太陽光発電新技術等のﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ＜50億円＞
・集中連系型太陽光発電ｼｽﾃﾑ実証研究＜59億円＞
・バイオマス等未活用ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験＜29億円＞
・固体高分子形燃料電池の実証研究＜30億円＞
・住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑの導入支援＜53億円＞
・ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車の導入支援<109億円＞
・新エネルギー事業者支援対策＜483億円＞
・地域新エネルギー導入促進対策＜110億円＞

16年度
()内は15年度

約424億円
(約434億円)

約265億円
(約188億円)

約924億円
(約946億円)

予算面予算面予算面



電気事業者に、新エネルギー等から発電される電気を一定量以上利用することを義務づけることにより、電力分野
における新エネルギー等の更なる導入拡大を図り、エネルギー安定供給確保に資するととももに、環境の保全に寄与
することを目的とする法律。 ※通称：ＲＰＳ（Renewables Portfolio Standard）法 （平成１４年制定）

○対象となる新エネルギー等の種類

①風力、②太陽光、③地熱（熱水を著しく減少させないもの）、
④中小水力（水路式で1000kW以下）、⑤バイオマス

→「新エネルギー等電気」：新エネルギー等を電気に変換する
設備で大臣が認定したものから得られる電気

○利用しなければならない新エネルギー等電気の量
・平成22年度（2010年度）には、全ての電気事業者とも、電気

供給量の約1.35％以上（全国で122億kWhとなるよう按分）。

・平成21年度までは、これまでの新エネ等電気利用状況を勘

案し、経過措置。

・平成15年度は、一般電気事業者10社平均で電気供給量の

約0.39％（全国で約33億kWh）。

○電気事業者は以下の中から最も有利な方法を選択
①自ら新エネルギー等電気を発電する。
②他の発電事業者から新エネルギー等電気を購入する。
③他の発電事業者等から「新エネルギー等電気相当量」を購
入する。
※新エネルギー等電気相当量：義務量の達成のため、他の電気事業者が利用した新エネ等
電気の量に応じて、事業者間で取引することのできる量で、いわば新エネ分の価値に相当。
この取引により、市場機能を活かしつつ、新エネルギーの導入が困難な地域の電気も地
域を越えて義務の履行が可能。

○平成15年４月から義務が発効

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法の概要電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法の概要

［一般電気事業者］ 計１０社
北海道電力㈱ 東北電力㈱

東京電力㈱ 中部電力㈱

北陸電力㈱ 関西電力㈱

中国電力㈱ 四国電力㈱

九州電力㈱ 沖縄電力㈱

［特定規模電気事業者、特定電気事業者］ 計１８社
ダイヤモンドパワー㈱

イーレックス㈱

諏訪エネルギーサービス㈱

尼崎ユーティリティサービス㈱ 他

○義務対象となる電気事業者（小売事業者） 計２８社

（平成１６年２月現在）

発
電
事
業
者

一
般
消
費
者
等

企
業
、

電気の流れ

（発電） （消費）（販売）

（小
売
事
業
者
）

電
気
事
業
者

＜風力、太陽光、バイオマス、

水力、地熱による発電＞

電気 電気
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太陽光発電とは？太陽光発電とは？

・必要となる敷地面積：３５ｍ2

・発電量：約3,680kWh／年
（試算式：3,680kWh／年＝3.5kW×（24h×365D）×利用率12%）

・一般家庭の消費電力 年間約3,600kWh

・耐用年数：２０年程度 ※法定耐用年数 １５年

・コスト：工事費込で約２５０万円程度（2002年度）

※インバータ：発電した直流電力を交流電力に変換
※計量装置：電力会社から買う電力と売る電力を計算

シリコン半導体などに光が当たると電気が発生する現象を利用し、太陽の光エネルギー

を太陽電池（半導体素子）で直接電気に変換する発電方法

３.５kＷ設置の場合

（備考）

・「発電設備(kW)」は、水道管の「口径の大きさ」に相当。
・「発電量(kWh)」は、水道管から出た「水の量」に相当。

１１
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65円/kWh

71円/kWh72円/kWh82円/kWh

140円/kWh

260円/kWh
全導入量（累計）

120円/kWh

住宅用太陽光発電システム価格
（万円）

太陽光発電導入量
（万kW）

※出典：メーカーヒアリング等により経済産業省にて試算

（１９９３） （１９９４） （１９９５） （１９９６） （１９９７） （１９９８） （１９９９） （２０００） （２００１） （２００２）

住宅用太陽光補助金
による導入量（累計）

1kW当たりの導入価格

1kWh当たりの発電コスト

モニター事業 普及事業

52円/kWh 49円/kWh

住宅太陽光発電システム導入量と価格・発電コストの推移住宅太陽光発電システム導入量と価格・発電コストの推移
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MOTECH(台湾)
1%

BP Solar(印)
2%

BP Solar(濠)
1%

China(中国)
1%

（欧）Other
1%

Shell Germany(独)
2%

Eurosolaire(伊)
1%

ErSol（独）
2%

Sunways（独）
1%

Q-Cells（独）
1%

Photowatt(仏)
3%

BP Solar(英､西)
3%

RWE(旧ASE、独)
4%

Isophoton(西)
5%

Evergreen Solar（米）
0%

RWE Solar(米)
1%

United Solar Systems(米)
1%

Astropower(米)
5%
BP Solar(米)
6%

Shell Solar(米)
8%

鐘淵化学工業
1%

松下電池工業
0%

三菱電機
4%

三洋電機
6%

京セラ
11%

シャープ
22%

その他
55.1MW

欧州
135.1MW

米国
120.6MW

日本
251.1MW

太陽電池生産量

５６２ＭＷ

2002年

２００２年における国別・企業別太陽電池生産シェア

  地域別太陽電池生産量
PV NEWS

1998 1999 2000 2001 2002
生産量(万kW) 5.4 6.1 7.5 10.0 12.1
対前年比(%) 105.3 113.2 123.3 133.8 120.2
生産量(万kW) 4.9 8.0 13.0 17.1 25.1
対前年比(%) 140.0 163.3 162.0 132.1 146.6
生産量(万kW) 3.4 4.0 6.1 8.6 13.5
対前年比(%) 110.2 119.4 151.7 142.4 156.3
生産量(万kW) 1.9 2.1 2.3 3.3 5.5
対前年比(%) 198.9 109.6 114.2 139.3 168.8
生産量(万kW) 15.5 20.1 28.9 39.1 56.2
対前年比(%) 123.1 130.0 143.4 135.3 143.8

合計

米国

日本

欧州

その他

２００２年における国別・企業別太陽電池生産シェア２００２年における国別・企業別太陽電池生産シェア

太陽電池生産量
５６２ＭＷ
２００２年
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２００２年における太陽光発電の導入量２００２年における太陽光発電の導入量 国際比較国際比較
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日本 ﾄﾞｲﾂ ｱﾒﾘｶ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ｵﾗﾝﾀﾞ ｲﾀﾘｱ ｽｲｽ ﾌﾗﾝｽ ﾒｷｼｺ

出典：Trends in Photovoltaic Applications／ＩＥＡ/PVPS(2002年現在)

IEA PVPS参加20ヶ国
合　計 １３１．２万ｋＷ
・日　本　６３．７万ｋＷ
・ドイツ　 ２７．７万ｋＷ
・米　国　２１．２万ｋＷ

オーストラリア、オーストリア、カナダ、スイス、デンマーク、ドイツ、フィンランド、フランス、英国、
イスラエル、イタリア、日本、韓国、メキシコ、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、スウェーデン、
米国、スペイン（ただしデータが更新されていないため合計量からスペインは除く）
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実証試
験・導入
支援

研
究
開
発
・技
術
開
発

革新的次世代技術の開発

2010年 約5万台
2020年 約500万台

2010年 約210万kW
2020年 約1000万kW

ソフト面
（制度面）
でのイン
フラ整備

国際協調

集中連系型実証研究

２００２ ２００５ ２０１０

企
業
の
取
組
み

先進太陽電池技術の開発

普及促進型技術の開発

共通基盤技術の研究開発・調査 （新ニーズ対応の共通基盤技術の研究開発）

（中長期的な技術開発）

電力会社

メーカー等

関連制度・規制の見直し（認証システムの構築等）

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法 （2003年～）

太陽光発電システム等国際共同実証開発

余剰電力購入メニューを通じた市場拡大

グリーン電力制度による支援

技術開発の成果を活用しつつ、生産性の向上を図り国際優位性の維持

導
入
・普
及
に
向
け
た
施
策

更なる低コスト
化、効率向上
を目指して技
術開発を実施

要素技術確立

要素技術確立

２０２０ ２０３０

普及段階普及段階技術実証・導入段階技術実証・導入段階

地域新エネルギー導入促進補助事業

２０１０年導入目標：

太陽光発電

４８２万ｋＷ

住宅用太陽光発電導入促進事業

太陽光発電フィールドテスト事業

太陽光発電の導入拡大のシナリオ太陽光発電の導入拡大のシナリオ
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（ロータ直径：D=56m、高さ（ナセル中心まで）：60m）

・必要となる敷地面積：約５万ｍ2

・発電量：約１７５万kWh／年
（試算式；175万 kWh/年＝1000kW×（24h×365D）×利用率
20％）

（一般家庭 約４８６軒分）

・耐用年数：１７年（法定耐用年数）

・コスト：工事費込で約２～３億円程度（2000年度）

「風の力」で風車を回し、その回転運動を発電機に伝えて電気を起こす発電方法

１０００ｋＷ設置の場合

（プロペラ型風力発電システム）

電力会社電力会社

トランス
（変圧器）

系統連系
保護装置

負荷

売電

風車ブレード

発電機

ロ
ー
タ
直
径

高
さ
（
ナ
セ
ル
中
心
ま
で
）

ナセル

風力発電とは？風力発電とは？
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地域別導入状況（地域別導入状況（20022002年度末）年度末）

導入実績
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導
入
量
〔
万
ｋ
W
〕

0
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導
入
基
数
〔
基
〕

出力量〔万ｋW〕

基数〔基〕

20002000年度末年度末
14.214.2〔〔万万ｋｋWW〕〕 248248基基

19991999年度末年度末
8.38.3〔〔万万ｋｋWW〕〕 180180基基

※出典：NEDO 調査データ

北海道

34%

東北

38%

九州（沖縄

含）
14%近畿/中国/

四国

4%

関東/中部/

北陸

10%

20022002年度末年度末
46.346.3〔〔万万ｋｋWW〕〕

576576基基

都道府県別の導入量上位（都道府県別の導入量上位（20022002年度末）年度末）

北海道 15.6〔万ｋW〕

青森県 10.2〔万ｋW〕

秋田県 6.1〔万ｋW〕

鹿児島県 1.9〔万ｋW〕

三重県 1.7〔万ｋW〕

福岡県 1.5〔万ｋW〕

長崎県 1.4〔万ｋW〕

沖縄県 1.4〔万ｋW〕

新潟県 0.7〔万ｋW〕

山形県 0.7〔万ｋW〕

20012001年度末年度末
31.331.3〔〔万万ｋｋWW〕〕 431431基基

国内における風力発電の導入量推移国内における風力発電の導入量推移
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NEDO調べ
調査時点で設備容量10kW以上の施設で稼働中のもの

風力発電施設分布風力発電施設分布〔〔20022002年度末年度末〕〕
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伊是名村（伊是名島）

多良間村（多良間島）

竹富町（波照間島）

与那国町（与那国島）

具志川市

糸満市

仲里村（久米島）

読谷村

与論町（与論島）

粟国村（粟国島）

平良市・城辺町（宮古島）

渡名喜村（渡名喜島）

浦添市
北谷町

石川市

宜野座村

南大東村（南大東島）

留萌市
小平町

苫前町

羽幌町

石狩市
厚田村

遠別町天塩町

幌延町

利尻町（利尻島）

興部町

浜頓別町

猿払村

松前町

上ノ国町

島牧村

瀬棚町

江差町

泊村

えりも町
室蘭市

恵山町

浜中町

稚内市

根室市

岩城町

葛巻町

平泉町/東山町

香焼町

風間浦村

野辺地町

能代市

八森町
浄法寺町

金井町（佐渡島）
紫雲寺町 女川町

宇都宮市

日立市

波崎町

柏崎市

名立町

能生町

上越市

伊東市

豊岡村

大東町

田原町

碧南市

志賀町

鹿島町

草津市

伊根町

生野町

美甘村

野市町

土佐山田町

室戸市

佐那河内村

北淡町（淡路島）

安来市

大豊町

高島町（高島）
五和町（下島）

長島町（長島）

上甑村（上甑島）

生月町（生月島）
平戸市（平戸島）
芦辺町（壱岐島）

笠沙町 串間市

小長井町

荒尾市
産山村

北九州市

前津江村

北方町

鹿児島市

吉備町

檮原町

日置町

瀬戸町

御前崎町

三厩村（竜飛崎）

秋田市

立川町

猪苗代町

天栄村

勝浦市

三浦市

吉岡町
松任市

久居市

頴娃町

外海町

八丈町（八丈島）

鰺ヶ沢町
深浦町

東通村
六ヶ所村

鹿角市

天王町

里美村

飯岡町

銚子市

江東区

柚ヶ浦市

浜岡町

竜洋町

茨木市

輪島市

福井市

五色町

南淡町（淡路島）

泊村

多伎町

肝属郡

古賀町

東松浦郡
鷹島町（鷹島）

宇久町（宇久島）

岐宿町（福江島）

崎戸町（崎戸島）

仁賀保町
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全国風況マップ全国風況マップ

※出典：ＮＥＤＯ
１９



12,001

4,830 4,645

2,889
1,702

785 686 552 468 463
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

導
入
量
〔
M
W
〕

ドイツ スペイン アメリカ デンマーク インド イタリア オランダ イギリス 中国 日本

国際比較国際比較《《海外諸国の導入状況海外諸国の導入状況》》

注１ 出典：Wind Power Monthly
(2002年末時点で100MW以上の国を掲載）

注２ 日本は2002年度末時点の数値（NEDO調べ） 〔MW=1,000kW〕

日本は463MW（1.5％）で
世界第10位。

World TotalWorld Total
20022002年末年末
31,23431,234〔〔MWMW〕〕
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風力発電の導入拡大のシナリオ風力発電の導入拡大のシナリオ風力発電の導入拡大のシナリオ

2 0 1 0 年

導 入 目 標 ：

風力発電

３００万ｋＷ

普及段階普及段階

２００２ ２００５ ２０１０

技
術
開
発
・
実
証
試
験

系

統

安
定
化

風 況

導
入
・
普
及
に
向
け
た
施
策

企
業
の
取
組
み

風 車

導入支援・
ﾊｰﾄﾞｲﾝﾌﾗ
の整備

ソフト面
（制度
面 ）で
のイン フ
ラ整備

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（2003年～）

風力発電メーカー等における技術の進展

風力発電電力系統安定化等技術開発

電力系統対策の検討実施 → 実証試験

発電所
サイド

系 統
サイド

離島用風力発電技術開
発

導入支援
［補助スキームの見直し］

電力会社

事業者 ビジネスノウハウの蓄積、運転管理・メンテナンス体制の整備等による生産性の向上

新たな需要拡大に向けた取り組み（小型風車等の開発・普及）

グリーン電力制度による支援

市場拡大に向けた関連制度・規制の見直し検討

風力発電に係る国際標準化、認証システム構築の検討

導入段階導入段階

電力系統対策の検討実施 → 系統強化支援対策

既導入機についての評価・検討

全国風況マップ
局所的風況予測モデル開発

風力発電フィールドテスト事業
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バイオマスエネルギーとは？バイオマスエネルギーとは？

化石資源を除く動植物に由来する有機物であり、
エネルギー源として利用可能なもの。

化石資源を除く動植物に由来する有機物であり、
エネルギー源として利用可能なもの。

バイオマスとはバイオマスとはバイオマスとは

①バイオマスは「カーボンニュートラル」な再生可能エネ
ルギーであり、利用と同時にバイオマスを育成すること
によって固定したＣＯ２の利用により排出されるＣＯ２の
バランスを考慮しながら利用すれば、追加的なＣＯ２は
発生しない。

②未活用のままにあったバイオマスを新たに利用する
ことにより、エネルギー源の多様化が図られる。

①バイオマスは「カーボンニュートラル」な再生可能エネ
ルギーであり、利用と同時にバイオマスを育成すること
によって固定したＣＯ２の利用により排出されるＣＯ２の
バランスを考慮しながら利用すれば、追加的なＣＯ２は
発生しない。

②未活用のままにあったバイオマスを新たに利用する
ことにより、エネルギー源の多様化が図られる。

エネルギーとしての意義はエネルギーとしての意義はエネルギーとしての意義は

①発生分布が広く薄い上、容積あたりのエネルギー密
度が低いため、資源の収集輸送の負担が大きい。

②小規模分散型の設備になりがちであり、スケールメ
リットによる高効率化、低コスト化が困難。

①発生分布が広く薄い上、容積あたりのエネルギー密
度が低いため、資源の収集輸送の負担が大きい。

②小規模分散型の設備になりがちであり、スケールメ
リットによる高効率化、低コスト化が困難。

克服すべき課題は克服すべき課題は克服すべき課題は

収集・運搬

燃料抽出

発生

吸収

電力・熱利用電力・熱利用

燃焼

成長
バ
イ
オ
マ
ス

二
酸
化
炭
素

太陽光

光合成
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（
乾
燥
系
）

（
湿
潤
系
）

（
そ
の
他
）

農業残渣

稲藁
とうもろこし
もみ殻
麦藁

家畜糞尿

牛豚鳥糞尿

糖・でんぷん

甘藷

木質系ﾊﾞｲｵﾏｽ

林地残材
製材廃材

バイオマス資源の分類バイオマス資源の分類

食品産業排水
食品廃棄物

水産加工残渣

ｾﾙﾛｰｽ(古紙)

黒液・廃材

木質系 農業,畜産,水産系

建築廃材

建築廃材系

菜種
パーム油(やし)

食品産業系

下水汚泥
し尿

生活系

製紙工場系

バガス

厨芥ごみ

廃棄食用油

バガス

主要なエネルギー利用形態主要なエネルギー利用形態

チップ化、ペレット化
等を行い、ボイラー
で燃焼

チップ化、ペレット化
等を行い、ボイラー
で燃焼

発酵技術等により、
メタン、エタノール、
水素等を生成

発酵技術等により、
メタン、エタノール、
水素等を生成

高温、高圧プロセス
等によるガス化、エ
ステル化、スラリー
化で燃料を生成

高温、高圧プロセス
等によるガス化、エ
ステル化、スラリー
化で燃料を生成

発

電

・
熱

利

用

等

発

電

・
熱

利

用

等

生物化学的変換

直接燃焼

熱化学的変換

漁業残渣

２３
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主要バイオマス資源の発生密度

木質バイオマスの資源密度木質バイオマスの資源密度
（間伐材、林地残材、製材残材）（間伐材、林地残材、製材残材）

家畜糞尿バイオマスの資源密度家畜糞尿バイオマスの資源密度
（乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏）（乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏）

食品廃棄物系バイオマスの資源密度食品廃棄物系バイオマスの資源密度
（食品加工廃棄物、食品販売廃棄物）（食品加工廃棄物、食品販売廃棄物）

資源の収集範囲を木質バイオマス資源の収集範囲を木質バイオマス50km50km圏内、その他圏内、その他20km20km圏内とし、利用可能量の圏内とし、利用可能量の50%50%を収集を収集
すると想定した場合、一般的に事業性が成り立つ最低規模と言われるすると想定した場合、一般的に事業性が成り立つ最低規模と言われる100t/d100t/d（（300300日稼働）日稼働）
以上の資源収集が可能な資源密度を有する都道府県は、図の以上の資源収集が可能な資源密度を有する都道府県は、図の ～～ となる。となる。

資源密度＝資源密度＝
利用可能量（利用可能量（wetwet--t/t/年）年）

都道府県面積（都道府県面積（kmkm22））

都道府県数都道府県数 都道府県数都道府県数 都道府県数都道府県数
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バイオマスの利用施設例バイオマスの利用施設例 その１その１

木質バイオマス発電施設（直接燃焼）～秋田県能代市

［設置事業者］
能代森林資源利用組合
［バイオマス］
スギ樹皮・端材等
54,360ｔ/年
［総事業費］
1,460百万円

［概 要］
製材事業者、森林組合、
廃事業者からの出資によ
る事業組合が産廃となる
スギ樹皮等の処分費軽減
を目的として設置。
隣接するボード工場に電
気、蒸気とも販売。

［設置事業者］
能代森林資源利用組合
［バイオマス］
スギ樹皮・端材等
54,360ｔ/年
［総事業費］
1,460百万円

［概 要］
製材事業者、森林組合、
廃事業者からの出資によ
る事業組合が産廃となる
スギ樹皮等の処分費軽減
を目的として設置。
隣接するボード工場に電
気、蒸気とも販売。

電力電
力電力

3,0
00k
w

3,0
00k
w

3,0
00k
w

蒸気蒸気蒸気

24t/h24t/h24t/h

燃焼
220t/d
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バイオマスの利用施設例バイオマスの利用施設例 その２その２

畜糞メタン発酵施設（メタンガス発電）～京都府八木町

［設置事業者］
京都府八木町
（八木バイオエコロジーセンター）

［バイオマス］
牛糞・豚糞・おから
19,461ｔ/年
［総事業費］
1,723百万円（堆肥施設含む）
［概 要］
家畜糞尿等から発生した
ガスを利用して発電を行
うとともに､発電機の冷
却水を暖房・給湯などに
利用。また、処理された
糞尿は堆肥化され、農地
へ還元されている。

［設置事業者］
京都府八木町
（八木バイオエコロジーセンター）

［バイオマス］
牛糞・豚糞・おから
19,461ｔ/年
［総事業費］
1,723百万円（堆肥施設含む）
［概 要］
家畜糞尿等から発生した
ガスを利用して発電を行
うとともに､発電機の冷
却水を暖房・給湯などに
利用。また、処理された
糞尿は堆肥化され、農地
へ還元されている。

バイオマス
59t/d

ガスホルダー

メ
タ
ン
発
酵
槽

メタンガス
3,029㎥/d

電力
220kw

脱水ケーキ
12.5t/d

発
電
機

堆肥施設

乳牛： 814頭
肉牛： 590頭(堆肥用)
豚 ：1650頭
おから：10t/d
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バイオマスエネルギー導入に向けた支援バイオマスエネルギー導入に向けた支援

新エネルギー導入の地域ニーズ新エネルギー導入の地域ニーズ･･目的目的
・エネルギー安定供給
・地球温暖化防止等への貢献
・地域振興 など

低コスト化、効率向上のための技術低コスト化、効率向上のための技術
開発開発

事業導入及び事業化の検討事業導入及び事業化の検討
・導入計画 ・財源の検討
・事業方法 ・実証試験 など

関係機関との調整、実施計画策定、設計

設置工事設置工事

事業化の判断事業化の判断

地域新ｴﾈﾙｷﾞｰ計画の策定地域新ｴﾈﾙｷﾞｰ計画の策定
・地域特性の把握や分析
・個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画の策定など

供用開始供用開始

一般的な導入フロー

バイオマスエネルギー高効率転換技術開発バイオマスエネルギー高効率転換技術開発
バイオマス資源を高効率で気体燃料、液体燃料等の有用なエネルギーに
転換するための技術開発を新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）と共同で実施する民間事業者等に対し、技術開発費を補助。
（補助：定額・要素技術の開発については原則１／２）

Ｈ１５予算額： 2８.２億円 ⇒ Ｈ１６予算案： ３８.４億円

地域新エネルギービジョン策定等事業地域新エネルギービジョン策定等事業（地方公共団体向け）
地域に眠っている多様なエネルギーを発掘したり、環境と調和した街づ

くりの方向を探るなどして、21世紀に向けた地域の活力向上に新たな息
吹を吹き込むための計画を策定するため、下記事業を実施する地方公共団
体に対し、事業費を補助。（補助：定額）

Ｈ１５予算額： 1３.２ 億円 ⇒ Ｈ１６予算案： 1１.８億円

バイオマス等未活用エネルギー実証試験・事業調査バイオマス等未活用エネルギー実証試験・事業調査
環境に対する負荷が生じないバイオマス等地域に賦存する未活用な資源
をエネルギーとして有効活用するため、実証試験事業、事業可能性調査等
を実施する地方公共団体、事業者に対し、事業費の一部を補助。

Ｈ１５予算額： ２８.２億円 ⇒ Ｈ１６予算案： ２８.５億円
○実証試験事業 補助：１／２以内
○実証試験事業調査 補助：定額（ＮＥＤＯ実施：補助額上限１千万円/件）
○事業可能性調査 補助：定額（経済産業局等実施：補助額上限概ね１千万円/件）

＊実施局によって上限額が異なる

地域新エネルギー導入促進事業地域新エネルギー導入促進事業 （補助：１／２以内）
地域において新エネルギーの大規模・集中導入等モデル的、先進的な

取り組み等を行う地方公共団体等に対し、事業費の一部を補助。
Ｈ１５予算額： 1２７.１ 億円 ⇒ Ｈ１６予算案： 1１１.３億円

新エネルギー事業者支援対策事業新エネルギー事業者支援対策事業 （補助：１／３以内）
新エネ法に基づき認定を受けた計画に従って新エネルギーを導入する先

進的な事業者に対し、事業費の一部を補助。
Ｈ１５予算額： ３８８.２億円 ⇒ Ｈ１６予算案： ４８２.６億円

支援

支援

支
援

支
援

主な支援制度
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導
入
・普
及
に
向
け
た
施
策

技
術
開
発
・実
証
試
験

「バイオマス・ニッポン総合戦略」（2002年12月策定予定）に基づく、各
省間の協力によるエネルギー利用に限らない総合的取組みソフト面

（制度
面）での
イン フラ
整備 実用化・普及

２００５ ２０１０

導入の加速化

市場の本格的拡大

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法 （2003年～）

バイオマスエネルギーの導入拡大のシナリオバイオマスエネルギーの導入拡大のシナリオバイオマスエネルギーの導入拡大のシナリオ

ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ高効率転換技術開発

バイオマス等未活用エネルギー実証試験

液体燃料の利活用に向けた検討

２００２

普及段階普及段階導入段階導入段階

一層の高効率転換・

低コスト化を図る

技術開発

変換
技術

2 0 1 0年導入目標：

バイオマス発電

３４万ｋｌ

2 0 1 0年導入目標：

バ イオマス熱利用

６７万ｋｌ

2 0 1 0年導入目標：

黒液・廃材等

４９４万ｋｌ

地域ビジョンの策
定
地域ビジョンの策定

地域発のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ形成促進事業

地域ビジョンの策
定

導入支援
[地方公共団体・民間事業者への支援]

実用化・
普及促進
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燃料電池とは

－ 環境問題への対応

－ エネルギーセキュリティの確保

－ 新規産業の創出

－ 環境問題への対応

－ エネルギーセキュリティの確保

－ 新規産業の創出

定置用燃料電池定置用燃料電池 燃料電池自動車燃料電池自動車

携帯用燃料電池携帯用燃料電池

高温形燃料電池高温形燃料電池

家庭用分散エネルギー 環境に優しい究極の車

長時間使用可能な
革新的電源

燃料電池

空気
（酸素）

水

水素

電解質膜

化学
反応

発電効率が高い事業所
向け革新的エネルギー源
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燃料電池の意義

５大ポイント

環境負荷低減効果

高効率
（省エネルギー効果）

新規産業・雇用の創出

産業競争力の強化

エネルギー供給源の多様化

電源の分散化

燃料電池の意義

自動車、電気機器、素材、
化学、石油、ガス、電力等
幅広い産業に関係

送電損失低減
災害時バックアップ

21世紀は、環境の世紀であり、
環境技術力の差が競争力の源泉

燃料電池自動車 効率48%程度
定置用燃料電池 効率80%以上（排熱利用含む）

CO2削減
NOx，SOx，PMゼロ

石油はもとより、天然ガス・
太陽光・風力・バイオマス等
から水素を製造

３０



2002 2003 2004～

・燃料電池自動車の率先導入 ・規制の再点検の実施

○FCHV-BUS2開発(SEP)

●FCHV試験的販売(DEC)

実証研究参加 FCHV-BUS2の都バス実証試験開始(AUG)

03  日米で合計２０台の販予定

●Honda FCX試験的販売(DEC)

実証研究参加 02～03  日米あわせて３０台のリース販売予定

○X-TRAIL FCV開発(DEC)

実証研究参加 03末試験的販売の発表

○Mitsubish i FCV開発(SEP)

実証研究参加予定

○ﾜｺﾞﾝR-FCV,MRﾜｺﾞﾝ-FCVの開発(OCT)

実証研究参加予定

○MOVE FCV-K-2開発(2001)

大阪府等と実証試験開始

マツダ ○PREMACY FC-FV開発(2001)

富士重工 ○サンバーFCEV(2000)

○Hydoro Gen3日本で認可

実証研究参加 数万台/年の販売(2010 )

○F-Cell 日本で認可
欧州でバスの実証研究を開始

実証研究参加 燃料電池バス、乗用車の販売開始予定

Ford 03～02  試験的販売、開始予定

政府の取り組み

スズキ

三菱

ダイハツ

General Motors

Daimler Chrysler

トヨタ

ホンダ

日産

　　経済産業省実証試験
　　　　　　・１０種類の異なる燃料種による水素ｽﾃｰｼｮﾝの設置

　　　　　   ・燃料電池乗用車、バスの実証走行

燃料電池自動車の開発動向
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2002 2003 2004

●１kW試験販売開始(2004)
●１kW本格販売(2005)
●サンプル出荷開始(2004)
●１kW、市場導入(2005)

東芝
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 実証試験参加 ●1kW・5kW実用化開始(04～05)
ﾌｭｴﾙｾﾙｽﾞ

●水素ボンベ式1kW級販売(2003)
●１kW商品化(2004)

●事業化予定(2004)
●モデル住宅と共に販売(2008)

Ballard
 Generetion ●水素ボンベ式1kW級販売(2003)
System

実証試験参加

実証試験参加

実証試験参加

実証試験参加

政府の取り組み

Plug Power ●5kW販売開始(2004)

大阪ガス ●0.5～1kW商品化(2005)

東京ガス ●１kW実用化(2004)

日立製作所 ●１kW実用化(2004)

●１kW実用化(2004)

三洋電機

松下電器産業 ●１kWコジェネ商品化(2004）

トヨタ自動車

新日本石油

荏原製作所、
荏原バラード

三菱重工業

実証試験参加

実証試験参加

実証試験参加

　　経済産業省実証試験

全国１２ヶ所で試験開始

全国３１ヶ所で試験開始

　　経済産業省実証試験

全国１２ヶ所で試験開始

全国３１ヶ所で試験開始

定置用燃料電池の開発動向
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（１）固体高分子形燃料電池システム技術開発 （５１．１億円→４１．５億円）
燃料電池を構成する各要素技術、素材技術等の開発及びシステム化技術、量産化技術、低ｺｽﾄ化技術等の開発

（２）水素安全利用等基盤技術開発 （４５．５億円→６３．５億円）
水素の安全性の検証に必要なデータの取得等安全技術の確立及び水素燃料インフラに必要な圧縮機等の関連機器の開発

（３）固体高分子形燃料電池システム実証等研究 （３８．６億円→３０．０億円）
燃料供給ステーションの実証を含む燃料電池自動車の公道走行試験、定置用燃料電池コージェネレーションシステムの
実使用条件下での運転試験など

（４）固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業 （３８．７億円→２４．０億円）
評価試験を通じた各種データの収集、評価試験方法の確立、基準・標準案の提案など（ミレニアムプロジェクト）

（５）燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発 （１９．５億円→１９．８億円）
蓄電池の中で最も高いエネルギー効率を持つ高出力・長寿命のリチウム電池の開発。

（６）携帯用燃料電池技術開発 （２．２億円→７．８億円）
携帯用燃料電池について数年後の実用化を目指した技術開発、基準標準に係る技術開発

（７）固体酸化物形燃料電池システム技術開発【新規】 （ ０ →１６．０億円）
固体酸化物燃料電池コジェネレーションシステムの実用化を目指した研究開発及び実証研究

平成１６年度政府予算案は､３２９億円(平成１５年度予算額３０７億円)

【主な予算】

平成16年度燃料電池技術開発関係予算の概要
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燃料電池自動車及びインフラ実証試験

③千住水素ステーション
（ＬＰガス改質型）

④有明水素ステーション
（液体水素貯蔵型）

①横浜・大黒水素ステーション
（脱硫ガソリン改質型）

⑤川崎水素ステーション
（メタノール改質）

②横浜・旭水素ステーション
（ナフサ改質型）

⑧秦野水素ステーション
（灯油改質型）

⑦相模原水素ステーション
（水電解型）

⑨青梅水素ステーション
（天然ガス改質型） ⑥移動式水素供給設備

（霞が関等）

実施体制（平成１５年度）

水素供給インフラ実証関係

燃料電池自動車実証関係

ゼネラルモーターズ
ダイムラー・クライスラー
トヨタ自動車
日産自動車
本田技研工業
日本自動車研究所

NEW スズキ
NEW 日野自動車
NEW 三菱自動車工業

（財）日本自動車研究所

経済産業省

［補助］

水素ステーション設置状況

ベース基地

①コスモ石油
②新日本石油
③東京ガス
日本酸素
④昭和シェル石油
岩谷産業
⑤ジャパン・エア・ガシズ
⑥日本酸素
⑦栗田工業
シナネン
伊藤忠エネクス
⑧出光興産
⑨バブコック日立
⑩鶴見曹達
新日本製鐵

NEW

NEW
NEW

NEW

NEW

NEW

⑩横浜・鶴見水素ステーション
（副生水素）

実証試験内容：

燃料電池自動車の公道走行
試験

各種原燃料等を用いた水素
供給ステーション運転試験

○

○

（財）エンジニアリング振興協会
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実証試験内容：○様々な環境下のおける燃料電池コージェネレーションシステムの運転試験
○家庭用燃料電池の系統連結時の影響評価試験

中津川市

愛媛県越智郡菊間町

つくば市

苫小牧市

長岡市

広島市

港区、品川区、世田谷、中野区

静岡市

大阪市

宮城県黒川郡富谷町

秋田県男鹿市

金沢市

名古屋市

福岡県筑紫野市

奈良県桜井市

福岡市

さいたま市

川崎市

石狩市

札幌市

室蘭市

富山市

新潟市

Ｈ１４ＦＹ Ｈ１６ＦＹＨ１５ＦＹ

全国１２か所での運転

全国３１か所での運転

＜設置・運転試験者＞ ＜システム提供者＞

日本ガス協会：１０サイト
東京電力
北海道電力
北陸電力
関西電力
中国電力
九州電力
関電工
ユアテック
出光興産
ジャパンエナジー
太陽石油
シナネン
積水化学工業
荏原製作所
エヌ・ティ・ティ・データ
常磐商事
松村物産
生活価値創造住宅開発技術研究組合
新潟県
岐阜県
室蘭テクノセンター

石川島播磨重工業
荏原製作所
栗田工業
三洋電機
新日本石油
東芝インターナショナルフュエルセルズ
トヨタ自動車
日立ホーム・アンド・ライフ・ソリューション
丸紅
松下電器産業
三菱重工業

［補助］

経済産業省

財団法人新エネルギー財団
設置状況（大阪）

設置状況（名古屋）

定置用燃料電池 実証研究
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燃料電池の実用化に関する規制の再点検

産業界からの検討要望項目（６法律（※１）２８項目）に関して、「燃料電池実用化に関する関
係省庁連絡会議」 （※２）において安全性の確保を前提としつつ、検討を行い、スケジュール等

をとりまとめ。（２００２年１０月２５日）

※１ ６法律
高圧ガス保安法、道路運送車両法、道路法、建築基準法、消防法、電気事業法
※２ 関係省庁連絡会議メンバー
内閣官房、内閣府、警察庁、消防庁、経済産業省、国土交通省、環境省

規制の再点検スケジュール

２００５年以降の水素をエネルギーとして利用する燃料電池の導入を想定した規制の体系を構築

２００３年度までに、民間側を中心として実験データの
取得や、例示基準案の作成

２００４年度中に、規制官庁側により安全性を確認し、
技術基準の整備等必要な措置を実施

燃料電池自動車の試験的市販に支障のな
いよう遅くとも２００２年末までに実施すべき
事項（５項目）

商用レベルの燃料電池の初期導入が想定される２０
０４年度末までに実施すべき事項（２３項目）

検討の結果、試験的な導入に支障なし

○ 燃料電池の実用化に関する関係省庁連絡会議
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平成１３年度 １１９億円

平成１４年度 ２２０億円

（ブッシュ政権誕生）
（京都議定書不参加表明）

平成１５年度 ３０７億円

（※ １ドル＝120円で換算）

２００４ＦＹ １４７．２百万ドル（１７７億円）

２００３ＦＹ ９７．４百万ドル（１１７億円）

２００２ＦＹ ７５．５百万ドル（９１億円）

日米のこれまでの取り組み

米国連邦政府の取組み

FreedomCARプログラム発表(02. 1.)
前政権下のプログラムの衣替え．燃料電池車を含む自動車関連技術
開発プログラム

水素エネルギーロードマップ(02.11.12)
水素の製造・貯蔵・利用等の方策をとりまとめた。

大統領一般教書演説にて水素に関する新たなプログラム
を発表(03. 1.28)
５年間で約12億ドルの予算確保を目指す

２００５ＦＹ １７２．８百万ドル（２０３億円）（要求）

総理臨時国会の施政方針演説にて燃料電池の実用化に
取り組む旨を発言 (03.9.26)

総理施政方針演説にて規制の点検、燃料電池車の普及
拡大に言及(03.1.31)

燃料電池自動車率先導入(02.12. 2)

燃料電池の実用化に向けた包括的な規制の再点検の道筋
のとりまとめ (02.10.25)

副大臣による燃料電池プロジェクトチーム報告書とりまとめ
(02. 5.27)

総理施政方針演説にて３年以内実用化を言及(02.2.4)

総理等による燃料電池自動車試乗会 (01.12.13)

固体高分子形燃料電池／水素エネルギー利用技術開発
戦略のとりまとめ(01. 8. 8)

日本政府の取組み

燃料電池実用化戦略研究会報告書のとりまとめ(01. 1.22) 
2020年までの燃料電池普及のシナリオを策定

平成１６年度 ３２９億円

2001
2002

2003

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.

10.
11.
12.
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.

10.
11.
12.
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.

10.
11.
12.

2004
2005

水素経済のための国際パートナーシップ閣僚級会合(03.11.20)世界の主要国が一堂に会し、水素経済の構築に向け取り組みを進めていくことに合意。

米・EUが水素・燃料電池分野における国際協力に係る合
意文書に調印 (03. 6.)

日米水素・燃料電池共同声明(04. 1.8)水素・燃料電池の研究開発や基準・標準に関する日米間の協力取決めの締結に向けた交渉に着手。
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研
究
開
発
・

技
術
開
発

導
入
・
普
及
に
向
け
た
施
策
と
の
連
携

基盤整備・技術実証段階基盤整備・技術実証段階 導入段階導入段階 普及段階普及段階

ソフト面
(制度面) 
でのイン
フラ整備

普及促進等
[一般民間部門へ拡大］

2002～ 2005～ 2010～ 2020～

燃料電池自動車、定置用燃料電池の導入シナリオ

燃料電池自動車、
定置用燃料電池の
限定的な市販開始

2003～04

2005年頃までの
開発競争が将来の
競争優位を決する

企
業
の
取
組
み

20102010年導入目標年導入目標
燃料電池自動車
約5万台
定置用燃料電池
約210万kW
（家庭用 120万台な
ど）

20202020年導入目標年導入目標
燃料電池自動車
約500万台
定置用燃料電池
約1000万kW
（家庭用 570万台な
ど）

規制の再点検の実施

基準・規格の策定と国際標準化
(ミレニアムプロジェクトの活用）

市場の本格的拡大導入の加速化

（参考） 燃料電池関連予算 2004年度予算 329億円 （2003年度予算 307億円）

トヨタ、ホンダ 2002年12月→政府率先導入
日産 2003年中
ＤＣ バス2003年3月～、乗用車2003年
ＧＭ、フォード 2004年

民間主導の供給
体制の確立

燃料供給体制の
段階的整備

導入支援
[公的機関、関連企業等
による率先導入]

実証試験 （2002～04）
[燃料電池自動車公道走行試験、
水素供給ステーション実証、
住宅用・業務用燃料電池実証等]

実用化・
普及促進

自動車燃料
供給体制の
整備

燃料電池本体の技術開発
水素利用分野技術開発

一層の性能向上・低コスト化を
図る共通的要素技術開発
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